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派遣人数 （単位：人）

※（ ）内は前回調査からの増減

北海道胆振東部地震 東日本大震災

派遣先
派遣元

北海道 岩手県 宮城県 福島県 合計

道 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村

都道府県 ２４ １６ ８ １６５ ６１ １０４ ２９９ １０５ １９４ １６６ ９８ ６８ ６３０ ２６４ ３６６

指定都市 ０ ０ ０ ２８ ０ ２８ ８４ ０ ８４ ９ ２ ７ １２１ ２ １１９

市区町村 ６ ０ ６ １２５ ０ １２５ ２０５ ０ ２０５ ４２ １ ４１ ３７２ １ ３７１

合計 ３０ １６ １４ ３１８ ６１ ２５７ ５８８ １０５ ４８３ ２１７ １０１ １１６ １,１２３ ２６７ ８５６

平成３０年７月豪雨

派遣先
派遣元

岡山県 広島県 愛媛県 合計

県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村

都道府県 １５ １３ ２ ５１ ３７ １４ １９ １９ ０ ８５ ６９ １６

指定都市 ４ ０ ４ ９ ０ ９ ２ ０ ２ １５ ０ １５

市区町村 ３２ ０ ３２ １５ ０ １５ ８ ０ ８ ５５ ０ ５５

合計 ５１ １３ ３８ ７５ ３７ ３８ ２９ １９ １０ １５５ ６９ ８６

平成２９年７月豪雨 熊本地震
総合計

派遣先
派遣元

福岡県 大分県 合計 熊本県

県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村

都道府県 ２６ ３ ２３ ０ ０ ０ ２６ ３ ２３ ６６ ４４ ２２
831

(▲141)
396

(▲77)
435

(▲64)

指定都市 １０ ０ １０ ０ ０ ０ １０ ０ １０ ２６ ０ ２６
172

(▲64)
2

(▲6)
170

(▲58)

市区町村 １６ ０ １６ ０ ０ ０ １６ ０ １６ ６４ ４ ６０
513

(▲72)
5

(4)
508

(▲76)

合計 ５２ ３ ４９ ０ ０ ０ ５２ ３ ４９ １５６ ４８ １０８
1,516

(▲277)
403

(▲79)
1,113

(▲198)
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職種別派遣人数 （単位：人）

※（ ）内は前回調査からの増減

北海道胆振東部地震 東日本大震災

派遣先
職種

北海道 岩手県 宮城県 福島県 合計

道 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村

一般事務 ７ ０ ７ １８３ ２６ １５７ ２８８ ５０ ２３８ ９４ ４２ ５２ ５６５ １１８ ４４７

土木 １７ １１ ６ １０３ ２４ ７９ ２２６ ３３ １９３ ６９ ２３ ４６ ３９８ ８０ ３１８

建築 ０ ０ ０ １２ １ １１ ３４ ２ ３２ １１ ２ ９ ５７ ５ ５２

その他 ６ ５ １ ２０ １０ １０ ４０ ２０ ２０ ４３ ３４ ９ １０３ ６４ ３９

合計 ３０ １６ １４ ３１８ ６１ ２５７ ５８８ １０５ ４８３ ２１７ １０１ １１６ １,１２３ ２６７ ８５６

平成３０年７月豪雨

派遣先
職種

岡山県 広島県 愛媛県 合計

県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村

一般事務 ３１ ６ ２５ ９ ４ ５ １４ ８ ６ ５４ １８ ３６

土木 １０ ４ ６ ４９ ２１ ２８ １１ ７ ４ ７０ ３２ ３８

建築 ３ ０ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ３

その他 ７ ３ ４ １７ １２ ５ ４ ４ ０ ２８ １９ ９

合計 ５１ １３ ３８ ７５ ３７ ３８ ２９ １９ １０ １５５ ６９ ８６

平成２９年７月豪雨 熊本地震
総合計

派遣先
職種

福岡県 大分県 合計 熊本県

県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村 県 市町村

一般事務 １０ ０ １０ ０ ０ ０ １０ ０ １０ ７２ ２５ ４７
708

(▲120)
161

(▲24)
547

(▲96)

土木 ２１ ０ ２１ ０ ０ ０ ２１ ０ ２１ ４４ １２ ３２
550

(▲83)
135

(▲18)
415

(▲65)

建築 １ ０ １ ０ ０ ０ １ ０ １ １４ ０ １４
75

(▲39)
5

(▲7)
70

(▲32)

その他 ２０ ３ １７ ０ ０ ０ ２０ ３ １７ ２６ １１ １５
183

(▲35)
102

(▲30)
81

(▲5)

合計 ５２ ３ ４９ ０ ０ ０ ５２ ３ ４９ １５６ ４８ １０８
1,516

(▲277)
403

(▲79)
1,113

(▲198)
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・調査時点 平成31年4月1日時点

・調査対象団体 全地方公共団体

・調査内容 東日本大震災、熊本地震、平成29年7月豪雨、平成30年7月豪雨、北海道胆振東部地震における被災地方公共団体（北海道、岩手県、

宮城県、福島県、岡山県、広島県、愛媛県、福岡県、大分県、熊本県並びに各道県内市町村）への職員派遣状況

・調査対象職員 調査対象団体に属する一般職の地方公務員（消防及び警察職員を除く。）であって、調査対象団体の命令によって公務として

派遣された者（地方自治法第252条の17に基づく派遣）

【参考】調査要領

調査結果のポイント

○全国の自治体から派遣された職員数は、1,516人（▲277人、▲15.4％）。

（全て地方自治法による派遣）

（常勤職員 1,092人（▲202人、▲15.6％）、任期付職員 364人（▲61人、▲14.4％）、再任用職員 60人（▲14人、▲18.9％））

○団体別派遣人数

・派遣元自治体の種類ごとの人数は、46都道府県から831人〈54.8%〉、19指定都市から172人〈11.4%〉、283市区町村から513人〈33.8%〉。

・派遣先は、道県が403人〈26.6%〉、市区町村が1,113人〈73.4%〉。

○災害別派遣人数

・災害ごとの人数は、北海道胆振東部地震30人〈2.0％〉、東日本大震災1,123人〈74.1％〉、平成30年7月豪雨155人〈10.2％〉、

平成29年7月豪雨52人〈3.4％〉、熊本地震156人〈10.3％〉。

○職種別派遣人数

・一般事務（用地関係事務を含む。）709人〈46.8%〉、土木550人〈36.3%〉、建築75人〈5.0%〉、農業土木63人〈4.1％〉、保健師22人〈1.4％〉、

文化財技師15人〈1.0％〉、教員7人〈0.5％〉、電気6人〈0.4％〉、機械6人〈0.4％〉、その他の職種63人〈4.1%〉。

※（ ）内は対前年比。▲はマイナス。
※〈 〉内は全体に占める割合。


